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はじめに～南相馬市について

平成１８年１月１日、鹿島町、原町市、小高町の１市２町が合併し
て誕生。
人口 ７１，５６１（平成２３年３月１１日）



○南相馬市は震度６弱

・地震による家屋被害

全 壊 １０５世帯

大規模半壊 ９１世帯

半 壊 ９５６世帯

一 部 損壊 ２，５２７世帯

○津波到達と大きなダメージ

・死 者 １，１２１人
（うち震災関連死 ４８５人）

・津波による家屋被害

全 壊 １，１６５世帯

大規模半壊 ８３世帯

半 壊 １７１世帯

一 部 損壊 ９７世帯
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被災した市民への対応

３月の人事異動は凍結！！

３月３１日で定年退職予定だった職員は３か月間雇用延長！！

市職員の勤務条件

項目 震災前 震災後

勤務時間 ８：３０
～１７：１５

７：００～１９：００
※所属長の判断で交代制で２４時間勤務もあり

休み 週休２日(土日) 週休１日（交代制）

○避難所の開設

市内のあらゆる公共施設等約
４０か所が避難所に

２０１１年１２月末まで開設



原発が爆発した！
３月１２日 １８：２５ 福島第一原発から半径２０ｋｍ圏内の住民に避難指示
３月１５日 １１：００ 福島第一原発から半径２０～３０ｋｍ圏内の住民は屋内退避の指示
４月２１日 １１：００ 福島第一原発から半径２０ｋｍ圏内を警戒区域に指定
４月２２日 ９：４４ 福島第一原発から半径２０～３０ｋｍ圏内の屋内退避を解除し、

計画的避難区域及び緊急時避難準備区域を設定

l 原発からの距離（～２０ｋｍ、２０～３０ｋｍ、３０ｋｍ～）に
よって、市内が３つの地域に分断されてしまった。

奇しく
も合併前

の３市町
の境とほ

ぼ符
合！！



放射能という得体の知れないもの

見えない

臭いもない

事前の知識も全くない

原発の状態はテレビで知る

不確かな

情報に右往
左往！！



市内の混乱

マスコミは避難

民間業者も避難

市民も徐々に自主避難

市内に食料やガソリン等物
資が入ってこなくなり、市
民生活はパニックに！

○市職員の役割

屋内退避のなか、り災証明発行のための被害家屋調査

離れ家畜の捕獲と殺処分

ガソリンの供給

身元不明遺体の火葬 等々・・・



集団避難の決断

○３月１５日～２５日

市はバスで市民の集団避難
（群馬県、新潟県、長野県）
を誘導

約７万人の人口は約１万人に
まで減少



様々な分断

市民の集団避難に伴い、
各職場から同行する職
員を募った。

行くも地獄・残るも地獄

職場
の分断

家族は避難させた。

しかし、自分は仕事の
ため残らなければ・・

市職員も被災者

家族
の分断



心の分断

○例えば義援金受付の場合・・・

マスコミから義援金支給のプレスリリース

（市役所には詳細な情報が届いていない）

わからないと答えると激しく叱責・・・

（市職員が市民のストレスの受け皿になっていた）

市民からの問い合わせ

（当然市役所は知っていると思っている。）

根底には地域の分断（原発からの距離）によって支援の程
度に差ができ、市民が大きなストレスを負ってしまったこ
とがある。→ 心の分断



終わりのない復旧・復興業務



職員（組合員）数の推移

組合員（労働組合に加入している職員）

２０１０年 ７５４人（震災前）

２０１１年 ６６９人（震災前比 －８５）

２０１２年 ６８３人（震災前比 －７１）

２０１３年 ７２２人（震災前比 －３２）

２０１４年 ７５２人（震災前比 －２）

２０１５年 ７４８人（震災前比 －６）

震災前とほぼ同程度の人員で３倍以上の事業を
やっている！！



止まらない早期退職
○2012.2.25日（土）毎日新聞記事より

『南相馬市の早期退職者 １割を超える１０１人に』

今年度の市職員の早期退職者が、全職員の１割を超え
る１０１人に上ることが分かった。

市によると、前年度（２１人）の約５倍。
看護師など医療職が６８人、一般行政職では３３人と
のこと。

市長は、「職員に負担がかからない態勢を作る」と述
べ、人員増を図る考えを明らかにしているという。



襲いかかるメンタルヘルスの問題

○原発周辺の２自治体

うつ病の症状を訴える職員の割合

A自治体・・１５．２％
B自治体・・２１．１％

○参考

日本で１年間にうつ病になる
人・・１～２％



そのとき労働組合は・・・

労働組合とは・・・

l 労働者の連帯組織であ
り、誠実な契約交渉の
維持・賃上げ・雇用人
数の増加・労働環境の
向上などの共通目標達
成を目的とする集団で
ある。その最も一般的

な目的は、「組合員の
雇用を維持し改善する
こと」である。

公務員が組織する労働組
合のひとつ

全日本自治団体労働組合
（自治労）

南相馬市職員労働組合



南相馬市職員労働組合の取り組み

震災の年度（2011年度）の主な取組

○人員確保の取り組み

○震災対応に係る勤務体制に対する取り組み

○超過勤務手当支給に対する取り組み

○職員の健康問題(メンタル含む)に対する取り組み
○職員の県外避難所派遣に対する取り組み

○病院職場を守る取り組み

○自治労復興支援活動への取り組み



南相馬市の主な復興状況①
○市民の避難状況（参考：2011.3.11 人口７１，５６１人）



南相馬市の主な復興状況②
○仮設住宅入居率（入居率は減少傾
向）

○住宅関連

・宅地造成事業

本市へ定住を希望する原発被災者及び津波
罹災者に対し今年度中に６８区画の分譲住宅
地を提供する。

・県復興公営住宅の整備

原子力災害により避難指示を受けている方
（南相馬市以外の避難者含む）が、低廉な家
賃で入居できる公営住宅９２７戸分の整備を
今年度進めている。

○除染関連（20km圏外 4.15現在）
・生活圏除染

・農地除染（水路）

・農地除染（農地）

・農地除染（農道）



南相馬市の主な復興状況③

○道路復旧（市事業） ○災害廃棄物撤去

・災害がれき搬入率（避難指示区域外）

・家屋解体実施率（避難指示区域外）

・家屋解体実施率（避難指示区域内）

区域 被災概要 完了予定 
被災 

箇所 

工事 

発注 
完了 完了率 

避難指示

区域 

地震災害道路 完了 92 92 92 100% 

津波災害道路 29 年度内 35 29 29 83% 

橋梁災害道路 29 年度内 5 4 4 80% 

そ の 他 の

区域 

地震災害道路 完了 73 73 73 100% 

津波災害道路 29 年度内 46 37 3７ 80% 

橋梁災害道路 完了 4 4  4 100% 

	



最後まで残るのは放射線対策
○主な放射線対策

・内部被ばく検診

（ホールボディカウンター）

・ガラスバッジ貸与

・簡易線量計の配布

・食品放射線検査

・空間線量モニタリング

・大気浮遊じんモニタリング

市民の健康不安を取り除く明確
な答えがないため、市は可能な
限りデータを集め、公表し、安
全かどうかは個人の判断にゆだ
ねるしかない！



復興の加速化と新たな問題

・復興に従事するため大量の人口流入

交通事故の増加

治安の悪化

住民トラブルの増加



｢みんなでつくるかがやきとやすらぎのまち南相馬｣をめざして

分断されてしまった地域 南相馬市復興総合計画

原発事故によって分断されてしまった地域、コミュニティ
の復活が南相馬市の復興には最重要と考える。


